
（ ）

一般会計

年度

28

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
高齢者の医療の確保に関する法律第102条、155条

主要政策・施策

代替目標

- -

レセプト電算処理し、審査
支払した件数

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％

単位

補償決定された金額 -目標値

12,702 13,708

- -

実績

定量的な目標が設定できない理由

代替目標

-

達成度

目標値

代替指標 単位

①－２　特別徴収情報経由
事務
特別徴収経由事務のデー
タ授受を適切に行う

データ授受を行った特別徴
収情報経由件数

実績 百万件

-

代替指標
中間目標

- 年度

28 年度

％

926

-

実施方法

受け付けたレセプトデータを審査支払した結果を実績としている等
のため、目標を定量的に示すことは困難。

実績

事業番号

後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 高齢者医療課 泉　潤一

事業名

会計区分

28年度

-

目標値

翌年度へ繰越し -

計

社会保障

-

1,030

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①国保連合会が実施する事業
　１．第三者求償事業
　２．特別徴収情報経由事務関連事業
　３．レセプト電算処理システム推進事業
②国保中央会が実施する事業
　１．レセプト電算処理システム推進事業
　２．後期高齢者医療事業の効率化に関する事業

- -

1,030

- -

- -

-

25年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

942

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

- -

補正予算

平成２０年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）及び市町村が行う後期高齢者医療に関する事務を効率的かつ円滑に実施するために、国民健康保険
団体連合会（以下「国保連合会」という。）及び国民健康保険中央会（以下「国保中央会」という。）が行う事業に要する経費の一部について、補助するものであ
る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

1,030 926 942 984 999

926 942

執行率（％） 100% 100% 100%

①－１第三者求償事業
求償請求を適切に行う

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

①－３　レセプト電算処理シ
ステム推進事業
レセプト電算処理システム
の推進を適切に行う

代替目標 代替指標

百万円 -

27年度

％達成度

百万件

　 0240

年度-

年度

-

-

-

平成28年度後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金交
付要綱
「平成28年度後期高齢者医療制度関係業務事業費の国庫補
助について」（平成28年3月30日厚生労働省発保0330第3号）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

984 999

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

-

28
25年度 26年度 27年度

後期高齢者医療制度の円滑かつ健全な運営に資することを目的とする。達成
状況は｢事業の妥当性を検証するための代替的な達成目標及び実績｣に記
載。

- -

100 100 - - -

-

単位

％

目標最終年度

- -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

524 533 566 - -

- - - - -

100 100 - - -

25年度 26年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

446 459

- - - - -

100 100 - - -

高齢社会対策



-

984

単位当たり
コスト

単位

活動実績

27年度

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

百万円

円

活動指標

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

984 999

活動指標

年度

92.1 94.1 97.7 -

②国保中央会への国庫補助額

-

算出根拠

28年度活動見込

0 0 -

①-2：特別徴収情報経由件数１件あたりに対する補助額
（国庫補助額÷特別徴収情報経由件数）

①国保連合会への国庫補助額
百万円

保守管理等に要する経費の増

- -

目標値 ％

単位

①-1：求償決定金額に対する補助額（国庫補助額÷求
償決定金額）

単位当たり
コスト 円

中間目標

26年度 27年度

0.7

計算式

単位当たり
コスト

①-3　審査１件あたりの補助額（国庫補助額÷審査支払
件数）

単位当たり
コスト

0.9

算出根拠

165,319/524

25年度

-

計算式

416,844/446 334,310/459

28 年度

- - -

目標値 ％ 54.7 66.2

-

156,588/533 -

28年度活動見込

千円/百万
件

- -

千円/百万
円 -

単位

単位当たり
コスト

-

20,849/13,708

0.3 0.3 - -

25年度 26年度 28年度活動見込

26年度
目標年度

- 年度 28

28年度当初予算

-

99.9 99.9 - - -

目標値 ％ 99.9

％実績値

99.9

- 年度

定量的指標 単位 25年度 27年度
中間目標

単位

95.6 97.2 -

中間目標 目標年度

-

目標値

レセプトの電子化率（総計）

95.6 97.2

レセプトの電子化率（病院）
実績値 ％

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 百万円

当初見込み 百万円

258 205 207

円

計算式
千円/百万
円

-

20,103/12,702

26年度

416,844/446

②-2：システム開発項目数に対する補助額（国庫補助額
÷システム開発項目数）

単位当たり
コスト 百万円

計算式 千円/開発
項目数

25年度 26年度 27年度

999

単位当たり
コスト

26年度 27年度

334,310/459 - -

97.7

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

99.9 -

-

中間目標 目標年度

歳出予算目

-

- 28

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

253 202 - -

-

28年度活動見込

-

772 721 735 -

26年度 27年度

772 721 -

年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

211.5 205.8 -

0.9 0.7

-

422,983/2 411,521/2

29年度要求 主な増減理由

25年度

-

定量的指標 25年度

算出根拠 単位

年度

レセプトの電子化率（診療所）
％ 94.2

-

- -

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

-

レセプトの電子化率（歯科）
実績値 ％ 66.2 91.3

91.3

目標年度

- 年度 28 年度

28年度活動見込

計算式
千円/百万
件

計

実績値 ％ 94.1

②-1：審査１件あたりの補助額（国庫補助額÷審査支払
件数）

単位当たり
コスト

後期高齢者医療制度関係
業務事業費補助金

単位当たり
コスト

算出根拠

円

単位

施策 施策目標Ⅰ－９－１　適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

-

政策 施策大目標９　全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

- -

測
定
指
標

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



国保中央会からの支出については、国保中央会の財務規定
に基づき、適正かつ合理的に行われている。

-

後期高齢者医療サービスを効率的に実施するため共通事
業・共同事業に対して国庫補助している。

○

評　価項　　目

後期高齢者医療制度のための関係業務事業に対して国庫補
助することで、制度の円滑かつ健全な運営が可能となる。

目標最終年度

厚生労働省・保険局

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標計画開始時
27年度 28年度

-

事業名

○

診療報酬の審査支払のための電算処理システムの改修や保
守管理に要する補助であり、診療報酬の適切かつ迅速な支
払に寄与している。

- - -

○

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されている。

単位

○

後期高齢者医療制度を効率的かつ円滑に運営していくため
に、国保業務との関連性・類似性を踏まえつつ、統一的なシ
ステムを構築可能な国保制度に精通している団体を選定して
いる。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

後期高齢者医療の事務を効率的かつ円滑に実施していくた
めに必要な事業である。

.システムのプログラム構成については、できる限り簡便かつ
効率的なものになるよう外部のシステムコンサルタントによる
検証を実施している。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金は、国保連合会
及び国保中央会が行うレセプト電算処理システム推進事業等
に要する経費の一部について、補助するものである。一方、
後期高齢者医療制度事業費補助金は、広域連合が実施す
る、健康診査事業等に要する経費の一部について補助するも
のである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

－

事業番号

関
連
事
業

後期高齢者医療制度事業費補助金

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
補助金の実績報告書で詳細を把握し、適切に運用されている
ことを確認している。

‐

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

保険者システムの改修や保守管理を統一的に実施すること
により、経費の効率化を図るとともに、制度改正等における迅
速な対応を可能としているところである。

成果実績

.システム開発経費については、コスト削減や効率化が図られ
ているか外部のシステムコンサルタントによる検証を実施して
いる。

239

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -

-

－

国
費
投
入
の
必

要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： - -

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

後期高齢者医療制度に関する事務を効率に実施するために、国民健康保険団体連合会及び国民健康保険中央会が行う事業（第三者求償事業、レセ
プト電算処理システム推進事業等）に要する経費の一部について補助する。もって保健者等への国庫補助を通じて医療保険の安定的運営に寄与して
いる。

-

-

- -

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度
中間目標 目標年度

- 年度

-

目標値 ％ 99.9 99.9 99.9

測
定
指
標

28 年度

レセプトの電子化率（調剤）

実績値 ％ 99.9 99.9 - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

－

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



249

221

平成23年度

点検結果

244

188

外部有識者の所見

改善の
方向性

限られた予算の中でシステム開発項目の重点化を図り、コスト削減に努めるとともに、後期高齢者医療に関する事務の効率化に努める。

市町村と年金保険者との間で特別徴収に係る情報を国保連合会が一括で仲介することで、二者の情報連携の簡略化を図っており、また国保中
央会が統一的なシステム開発等を行うことで、各広域連合の事務の効率化につながっている。制度運営の安定化や事務経費の効率化を図るた
め、引き続き国による支援は必要である。本システムにより、566,341千件の特別徴収（平成27年度）、45,919万件の審査支払（平成26年度）を実
施しており、後期高齢者医療制度に関する事務の効率的運用に不可欠なシステムと評価できる。

平成26年度

点検対象外

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

現
状
通
り

221

234

平成24年度

平成27年度

引き続きコスト削減に努めつつ、適切な執行を行うこと。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【平成27年度執行ベース】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省

942百万円

各法に基づき、補助金を交付

Ｃ． 国民健康保険団体連合会

207百万円

Ａ． 国民健康保険中央会

735百万円

【交付】【交付】

都道府県の国民健康保険団体連合会を
会員とする公益法人

国保の保険者である市町村が共同して国保
事務を行うために設立された公法人

Ｂ．委託会社等（10社）

663百万円

システム開発業者等

【随意契約（その他）等】 【随意契約（その他）等】

システム開発業者等

Ｄ．委託会社（1社）

〈福岡県国民健康保険団体連合会団体連合

会の例〉

6百万円



支出先上位１０者リスト
A.国民健康保険中央会

B.委託会社等

国民健康保険中央会

リクルートスタッフィン
グ

4010001032038 事務員派遣料 2
随意契約
（その他）

- - -

広域連合電算処理システム
ハードリース料

7
随意契約
（その他）

- - -

ワンビシアーカイブズ 4010401065760 倉庫使用料 1
随意契約
（その他）

- - -

日本電気㈱ 7010401022916
年金特別徴収経由機関シ
ステム改修等

13
随意契約
（その他）

- - -

日立キャピタル㈱ 6010401024970

リクルートスタッフィング　事務員派遣料

事務所使用料等 28

金　額
(百万円）

A. 国民健康保険中央会

327

国民健康保険団体連合会　連合会職員派
遣料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

日立キャピタル㈱　広域連合電算処理シス
テムハード保守料

日本電気㈱　年金特別徴収経由機関システ
ム改修等

人件費 職員 87

2

使用料

㈱ＮＴＴデータ　国保総合システム保守等

広域連合電算処理システム保守等

使　途

委託料 委託料
㈱日立製作所　広域連合電算処理システム
保守等

費　目

㈱ウェイライズコーポレーション　システムコ
ンサルティング
富士通㈱　後期高齢者医療請求支払システ
ム開発・改修等

B.㈱日立製作所
金　額

(百万円）

620

費　目 使　途

計 735 計 327

C.福岡県国民健康保険団体連合会 D.国民健康保険中央会

費　目 使　途

報酬
求償事務（第三者への請求及び支払交渉、
保険者担当への指導等）に従事する嘱託員
7名分の報酬

6 負担金
特別徴収情報経由事務に係るシステム保守
管理経費及び後期高齢者医療レセプト電算
処理システム等経費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1

委託料
求償システムにかかる保守・開発費、年金
特徴事務にかかるシステムサポート保守委
託料等

2

負担金
国民健康保険中央会　後期高齢者医療審
査支払システムに係るシステム改修費

2

共済費
求償事務に従事する嘱託員7名分及び特別
徴収情報経由事務に従事する職員1名分の
共済費

2

その他
報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及
び賃借料、給料、職員手当等

計 13 計 2

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

2

-

㈱ＮＴＴデータ 9010601021385 国保総合システム保守等 170

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

㈱日立製作所 7010001008844
広域連合電算処理システム
保守等

327
随意契約
（その他）

- －

随意契約
（その他）

- - -

㈱ウェイライズコーポ
レーション

2011501012332 システムコンサルティング 53
随意契約
（その他）

- - -

6

7

4

5

富士通㈱ 1020001071491
後期高齢者医療請求支払
システム開発・改修等

31
随意契約
（その他）

- - -

10

8

9

リコージャパン㈱ 1010001110829 コピー機使用料 6
随意契約
（その他）

- - -

全国自治協会 7010005002819 事務所使用料等 15
随意契約
（その他）

- - -

- -

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

-2010005018852 735

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

高齢者医療制度の円滑な
運営を図るための事業



C.国民健康保険団体連合会

D.委託会社

国民健康保険中央会 2010005018852

特別徴収情報経由事務に
係るシステム保守管理経費
及び後期高齢者医療レセプ
ト電算処理システム等経費

2.4 - - - -

徳島県国民健康保険
団体連合会

7700150057671

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

7 - - - -

京都府国民健康保険
団体連合会

5700150026785

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

6 - - - -

神奈川県国民健康保
険団体連合会

4700150011945

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

9 - - - -

鳥取県国民健康保険
団体連合会

9700150055070

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

8 - - - -

青森県国民健康保険
団体連合会

3700150039211

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

8 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

島根県国民健康保険
団体連合会

8700150055575

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

11 - - - -

3

4

1

2

福岡県国民健康保険
団体連合会

2700150059136

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

13 - - - -

7

8

5

6

熊本県国民健康保険
団体連合会

3700150062650

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

8 - - - -

9

10

宮城県国民健康保険
団体連合会

6700150035496

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

6 - - - -

兵庫県国民健康保険
団体連合会

4700150027834

第三者求償事務、特別徴収
経由事務及びレセプト処理
システムの円滑な運営に係
る事務等、後期高齢者医療
に関する事務を効率的かつ
円滑に実施するための事業

8 - - - -

1

2
都築電気株式会社
九州支店

9010401054908
第三者行為求償事務シス
テム改修及びシステム保守

1.7
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社九州日立シ
ステムズ

5290001007168
特別徴収情報経由事務に
係るシステムサポート業務
委託

0.3
随意契約
（その他）

- - -

ソフトバンク株式会社 9010401052465
特別徴収情報経由事務に
係る回線使用料

0.5
随意契約
（その他）

- - -

富士電機ＩＴソリュー
ション株式会社

9010001087242
特別徴収情報経由事務に
係るハード・ソフトウェアシ
ステム保守

0.4
随意契約
（その他）

- - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

4

5

3

6
株式会社キューデン
インフォコム

3290001020750
特別徴収情報経由事務に
係るハウジング料

0.2
随意契約
（その他）

- - -


